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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第10期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間

第10期
第２四半期
連結会計期間

第９期

会計期間

自  平成22年
      １月１日
至  平成22年
      ６月30日

自  平成23年
      １月１日
至  平成23年
      ６月30日

自  平成22年
      ４月１日
至  平成22年
      ６月30日

自  平成23年
      ４月１日
至  平成23年
      ６月30日

自  平成22年
      １月１日
至  平成22年
      12月31日

売上高 (百万円) 35,245 35,726 18,676 18,709 69,363

経常利益 (百万円) 2,424 3,305 1,832 2,251 4,631

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,816 2,501 1,283 1,960 4,824

純資産額 (百万円) ― ― 29,286 34,043 31,496

総資産額 (百万円) ― ― 72,323 75,138 72,343

１株当たり純資産額 (円) ― ― 123,753.45145,103.17133,371.09

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 7,848.7610,874.285,547.158,518.5320,842.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 39.6 44.5 42.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,295 3,757 ― ― 6,153

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △324 △701 ― ― 918

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,228 △1,551 ― ― △5,650

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 8,534 9,954 8,224

従業員数 (名) ― ― 2,446 2,455 2,445

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社でありました株式会社北海道パイロットを清算結了い

たしております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年６月30日現在

従業員数(名)
2,455
(584)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

平成23年６月30日現在

従業員数(名)
1,178
(225)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

　　 ２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

日本 8,469 ―

米州 1,166 ―

欧州 618 ―

アジア ― ─

その他の地域 30 ―

合計 10,284 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額は工場出荷価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　上記の金額には、外部への製造委託を含めております。

　
(2) 受注実績

見込生産を主体としており、受注生産は僅少であるため、記載を省略しております。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

日本 8,087 ―

米州 4,481 ―

欧州 4,653 ―

アジア 1,061 ―

その他の地域 425 ―

合計 18,709 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はないため、記載を省略しており

ます。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

株式会社パイロットコーポレーション(E02466)

四半期報告書

 4/34



　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした世界経済の回復を背景に、輸出

や生産が増加傾向を示す等、緩やかな自律回復の動きが見られたものの、3月11日に発生した東日本大震

災の影響により、一転消費の自粛ムードが広がり、さらに原子力発電所の事故や電力供給不足等もあっ

て、景気の下振れも懸念される先行き不透明な状況で推移しました。

また、世界経済におきましても、緩やかな回復過程にありましたが、先進国経済の景気回復の遅れや、財

政問題、新興国各国での金融引き締めの影響等もあり、回復ペースに陰りが見え、先行きに不透明感が出

てきました。

このような経営環境の下、当社グループでは、基幹事業であるステイショナリー事業において、利益率

の高い自社製品の販売に注力しました。また、平成19年度より進めてきたグループ生産拠点の再編や、開

発機能の集約など原価率の低減につながる施策を引き続き実施し、世界で戦えるコストでの生産体制実

現に向けて取り組みました。

以上により、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は187億９百万円（前年同四半期連結会計期間比

（以下「前年同四半期比」）0.2％増）となりました。

国内外別では、国内市場における連結売上高が61億58百万円（前年同四半期比0.5％増）、海外市場に

おける連結売上高は125億50百万円（前年同四半期比0.0％増）であります。

損益面につきましては、連結営業利益が22億50百万円（前年同四半期比6.2％増）、連結経常利益は22

億51百万円（前年同四半期比22.8％増）、連結四半期純利益は19億60百万円（前年同四半期比52.7％

増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

国内のステイショナリー市場におきましては、一部で震災の影響が見られたものの、当社の強みである

「小売店への直販をベースとした販売体制」のメリットを活かし、利益率の高い自社製品の販売に注力

しました。特に消せるインキの「フリクション」シリーズでは、引き続き「フリクションボールノック」

の販売が好調であることに加え、「フリクションカラーズ」等アイテム数を増やしたことにより、「フリ

クションライト」をはじめシリーズ全体で、前年実績を大きく上回る売上となりました。

さらに、「ハイテックＣコレト」や高純度グラファイトを使用した、折れにくくなめらかなシャープ芯

「ネオックス・グラファイト」も順調に販売数量を伸ばしました。なめらかに濃く書ける低粘度アクロ

インキと筆記コントロールがしやすいタイヤパターングリップが特長の「アクロボール」は、新たに極

細タイプ（0.5ｍｍ）を追加し、世界戦略商品としてより積極的な販売を展開しました。

また、高級筆記具では、美しく、細身の回転式多機能筆記具「ツープラスワンリッジ」が、そのスマート

さを評価され好評でありました。

以上の結果、売上高は80億87百万円、営業利益は13億24百万円となりました。
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（米州）

米州地域におきましては、主要販売先であるアメリカの景気回復を受け、ゲルインキボールペンの定番

品として人気の「Ｇ－２（ジーツー）」が堅調な売上で推移しました。　

また、環境配慮商品「ビグリーン」シリーズとして認知された「Ｂ２Ｐ（ビーツーピー）」や、「フリ

クションボール」の販売も順調でありました。

ブラジルでは、当社が主力ブランドとして地位を占める油性マーカーやホワイトボードマーカーの売

上が、引き続き好調でありました。

以上の結果、売上高は44億81百万円、営業利益は３億40百万円となりました。

（欧州）

欧州地域におきましては、ドイツやフランス等主要国を中心に、引き続き「フリクション」シリーズの

好調な販売が原動力となり、売上、利益ともに伸長しました。

以上の結果、売上高は46億53百万円、営業利益は３億86百万円となりました。

（アジア）

中国におきましては、販売体制の強化に積極的に取り組んだ結果、「フリクションボール」を中心に順

調に売上を拡大するとともに、シンガポール、台湾等についても高いシェアを維持しました。

以上の結果、売上高は10億61百万円、営業利益は６百万円となりました。

(その他の地域)

その他の地域につきましては、前年よりオーストラリアに連結子会社を新設し、販売戦略の見直しを含

め、中長期的な取り組みを継続しました。　　　

以上の結果、売上高は４億25百万円、営業利益は36百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前年同四半期

連結会計期間末に比べ、14億20百万円増加し、99億54百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の増加は、９億88百万円（前年同四半期比14億77百万円の減少）となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益23億13百万円、減価償却費５億72百万円であり、支出の

主な内訳は、売上債権の増加額14億12百万円、法人税等の支払額３億32百万円によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、３億３百万円（前年同四半期比２億70百万円の減少）となりまし

た。これは主として、有形固定資産の取得による支出３億98百万円、有形固定資産の売却による収入１

億27百万円によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、７億65百万円（前年同四半期比２億86百万円の減少）となりまし

た。これは主として、長期借入金の純減少額６億23百万円によるものです。 
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

 

（株式会社の支配に関する基本方針）

当社は、平成20年２月25日開催の当社取締役会において、下記１．の基本方針を決定しております。当

社は、かかる方針を踏まえ、下記２．記載の各取組みを実施しております。

１．基本方針の内容の概要

当社は、当社の企業価値の源泉が、当社グループが永年に亘って培ってきた経営資源に存することに

鑑み、特定の者又はグループが当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することによ

り、当社グループの企業価値又は株主の皆様の共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かか

る特定の者又はグループは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとし

て、法令及び定款によって許容される限度において当社グループの企業価値又は株主の皆様の共同の

利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針といたします。

２．取組みの具体的な内容の概要

　(1) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社グループ全体の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の更なる確保及び向上を目指し

て、経営の効率化、コーポレート・ガバナンス体制及びコンプライアンス体制の強化並びに連結財務体

質の改善等を図りつつ、「顧客主義」に立脚した新しい製商品の開発、市場の開拓、製造コストの低減

等に日々研鑽を積んでおります。 

　とりわけ、当社グループの基幹である筆記具事業において、コスト競争力と技術開発力の向上を目的

に生産拠点の再編を進めるとともに、グループ内の開発資源を集約することにより効率的かつスピー

ド感のある商品開発が可能な体制を構築してまいりました。 

　当社グループは、今後も開発拠点の更なる充実を図り、市場が求める高品質・高付加価値商品を続々

と発信できる体制を固めるとともに、インドネシア、ブラジル等の海外生産拠点での現地生産能力を強

化し、当社グループ製品の品質とブランドを世界各国において浸透・定着させるべく、新興国市場での

シェア向上を実現してまいる所存です。

　(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

当社は、平成20年３月28日開催の当社第６期定時株主総会において、株主の皆様に、当社株式の大規

模買付行為に関する対応方針（以下、「旧プラン」といいます。）をご承認をいただき旧プランを導入

いたしました。
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当社は、旧プランが平成23年３月30日開催の当社第９期定時株主総会の終結時をもって終了するこ

とを受け、平成23年２月25日開催の当社取締役会において、基本方針に基づき、当社の企業価値及び株

主の皆様の共同の利益の確保・向上の取組みとして、当社に対する濫用的な買収を未然に防止するた

め、旧プランを継続することとし、情勢変化等を踏まえその内容を一部改めて、当社株式の大規模買付

行為に関する対応方針（以下、「本プラン」といます。）を定めることを決議し、第９期定時株主総会

において株主の皆様のご承認をいただき、本プランを導入いたしました。

本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・交

渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様

が適切に判断されること、当社取締役会が独立委員会の勧告を尊重しつつ当該大規模買付行為に対す

る賛否の意見又は代替案を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買

付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の確保・向

上を目的として、導入されたものです。 

　本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載の平成23年２月25日付「当社株式の大規模

買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」の本文をご覧ください。 

（参考URL http://www.pilot.co.jp/ir/library/）

３．具体的な取組みに対する取締役会の判断及びその理由

当社取締役会は、上記２．(1)記載の基本方針の実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値及び

株主の皆様の共同の利益を高めるための具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うものと考え

ます。 

　また、本プランは、上記２．(2)記載のとおり、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の確保・

向上を目的として導入されたものであり、基本方針に沿うものと考えます。さらに、①本プランは、株主

及び投資家の皆様並びに大規模買付者の予見可能性を高め、株主の皆様に適切な選択の機会を確保す

るため、事前の開示がなされていること、②本プランの導入については当社第９期定時株主総会におい

て株主の皆様のご承認を得ており、また、毎定時株主総会における当社取締役の選任を通じて本プラン

を廃止するか否かについて株主の皆様の意思が確認される点で、本プランの導入及び存続について株

主の皆様の意思を重視していること、③取締役会の判断の客観性及び合理性を担保するため、当社取締

役会が意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉を行うにあたっては、必要に応じて、当社取締

役会及び独立委員会から独立した第三者的立場にある専門家の助言を得るものとしていること、④本

プランに基づく対抗措置の発動等の必要性及び相当性を確保し、経営者の保身のための濫用を防止す

るために、独立委員会を設置し、当社取締役会が対抗措置の発動等をする場合には、独立委員会の勧告

を最大限尊重するものとしていること、⑤本プランは、当社の株主総会又は取締役会によりいつでも廃

止することができるため、いわゆるデッドハンド型買収防衛策ではなく、また、当社はいわゆる期差任

期制を採用していないため、スローハンド型買収防衛策でもないこと等から、当社取締役会は、本プラ

ンが、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を損ない、又は当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないと判断しております。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は317百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

　

(3)重要な設備の売却

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の売却に

ついて、重要な変更はありません。 

　また、新たに確定した重要な設備の売却はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000

計 900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 234,072 234,072

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。単元株制度を採用して
いないため、単元株式数はあ
りません。

計 234,072 234,072 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

─ 234,072 ─ 2,340 ─ 10,005
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ダイワキヤピタルマーケツツシ
ンガポールリミテツドノミニー 
コーホンミヨン
(常任代理人　大和証券キャピタ
ル・マーケッツ株式会社）

６ SHENTON WAY #26-08 DBS BUILDING TOWER
TWO SINGAPORE 068809
（千代田区丸の内１丁目９番１号）

40,113 17.13

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内２丁目７番１号 8,593 3.67

みずほ信託銀行株式会社　退職給
付信託　みずほ銀行口　再信託受
託者　資産管理サービス信託銀行
株式会社

中央区晴海１丁目８－１２　
晴海アイランド　トリトンスクエア　オフィス
タワーＺ棟

8,010 3.42

パイロットグループ従業員持株
会

中央区京橋２丁目６－２１ 7,132 3.04

朝日生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

千代田区大手町２丁目６－１
（中央区晴海１丁目８－１２　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

5,670 2.42

三菱UFJ信託銀行株式会社
(常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

千代田区丸の内１丁目４番５号
（港区浜松町２丁目１１番３号）

5,502 2.35

松竹株式会社 中央区築地４丁目１番１号 4,860 2.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

中央区晴海１丁目８－１１ 4,592 1.96

第一生命保険株式会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

千代田区有楽町１丁目１３－１
（中央区晴海１丁目８－１２　晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

4,500 1.92

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（従業員持株ESOP信託
口・75440口）

港区浜松町２丁目１１番３号 3,873 1.65

計 ― 92,845 39.66

(注) １．「ダイワキヤピタルマーケツツシンガポールリミテツドノミニー コーホンミヨン」は、高　洪明（KO HONG

MYONG）氏個人の名義人であります。

２．「みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会

社」は、株式会社みずほ銀行が所有していた当社株式を退職給付信託として委託した信託財産であり、議決権

については、株式会社みずほ銀行の指図により行使されることになっております。 

なお、上記以外に「株式会社みずほ銀行」の名義で８株所有しております。　
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 234,072
　

234,072
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

発行済株式総数 234,072 ― ―

総株主の議決権 ― 234,072 ―

(注)　「第５経理の状況」以下の自己株式数は3,873株で表示しております。これは当社と信託口が一体であるとする会

計処理に基づき、平成23年６月30日現在で、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託

口・75440口）（以下ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式3,873株を含めて自己株式として処理しているため

であります。 

　なお、ＥＳＯＰ信託口所有の株式3,873株（議決権の数3,873個）につきましては、完全議決権株式（その 

他）に含めて表示しております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　なお、「第５経理の状況」以下の自己株式数は3,873株で表示しております。これは当社と信託口が一体

であるとする会計処理に基づき、平成23年６月30日現在で、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従

業員持株ＥＳＯＰ信託口・75440口）が所有する当社株式3,873株を含めて自己株式として処理している

ためであります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 154,400161,700152,900152,400155,900158,300

最低(円) 145,200146,000107,000140,000141,500142,400

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　　(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,178 8,448

受取手形及び売掛金 17,182 16,947

商品及び製品 10,452 9,755

仕掛品 3,821 3,413

原材料及び貯蔵品 1,667 1,521

繰延税金資産 1,870 1,530

その他 1,252 1,399

貸倒引当金 △235 △238

流動資産合計 46,190 42,778

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 17,237 17,167

減価償却累計額 △9,376 △9,123

建物及び構築物（純額） 7,860 8,044

機械装置及び運搬具 23,180 22,983

減価償却累計額 △20,239 △19,847

機械装置及び運搬具（純額） 2,941 3,136

その他 14,882 14,663

減価償却累計額 △13,524 △13,267

その他（純額） 1,358 1,395

土地 6,607 6,588

建設仮勘定 384 171

有形固定資産合計 19,152 19,335

無形固定資産

借地権 4,545 4,545

その他 423 446

無形固定資産合計 4,968 4,991

投資その他の資産

投資有価証券 3,190 3,289

繰延税金資産 329 365

前払年金費用 716 927

その他 866 985

貸倒引当金 △276 △329

投資その他の資産合計 4,826 5,238

固定資産合計 28,947 29,564

資産合計 75,138 72,343
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,311 11,230

短期借入金 3,584 4,004

1年内返済予定の長期借入金 3,041 7,061

未払法人税等 1,077 1,028

未払費用 2,277 2,203

繰延税金負債 3 3

返品調整引当金 159 144

賞与引当金 327 366

役員賞与引当金 19 45

設備関係支払手形 53 115

その他 2,163 1,667

流動負債合計 25,019 27,871

固定負債

長期借入金 13,866 10,530

繰延税金負債 150 286

退職給付引当金 398 429

役員退職慰労引当金 185 211

環境対策引当金 42 42

負ののれん 1,258 1,318

その他 174 156

固定負債合計 16,075 12,975

負債合計 41,094 40,846

純資産の部

株主資本

資本金 2,340 2,340

資本剰余金 8,842 8,831

利益剰余金 27,803 25,536

自己株式 △391 △183

株主資本合計 38,595 36,524

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △467 △407

繰延ヘッジ損益 － 2

為替換算調整勘定 △4,725 △5,248

評価・換算差額等合計 △5,192 △5,653

少数株主持分 640 624

純資産合計 34,043 31,496

負債純資産合計 75,138 72,343
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　　(2)【四半期連結損益計算書】
　　　　【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年６月30日)

売上高 35,245 35,726

売上原価 20,488 19,822

売上総利益 14,756 15,903

販売費及び一般管理費 ※１
 11,865

※１
 12,644

営業利益 2,891 3,259

営業外収益

受取利息 148 202

受取配当金 67 62

負ののれん償却額 59 59

為替差益 － 90

その他 183 149

営業外収益合計 460 565

営業外費用

支払利息 228 191

退職給付会計基準変更時差異の処理額 288 288

為替差損 378 －

その他 30 39

営業外費用合計 927 519

経常利益 2,424 3,305

特別利益

固定資産売却益 25 128

ゴルフ会員権売却益 3 －

貸倒引当金戻入額 5 4

特別利益合計 35 132

特別損失

固定資産売却損 0 4

固定資産除却損 24 12

投資有価証券評価損 0 －

減損損失 － 36

役員退職慰労金 － 7

土壌改良費用 8 －

災害による損失 － ※２
 4

特別損失合計 33 65

税金等調整前四半期純利益 2,425 3,372

法人税等 ※３
 590

※３
 853

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,519

少数株主利益 18 17

四半期純利益 1,816 2,501

EDINET提出書類

株式会社パイロットコーポレーション(E02466)

四半期報告書

16/34



　　　　【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

売上高 18,676 18,709

売上原価 10,571 10,064

売上総利益 8,105 8,645

販売費及び一般管理費 ※１
 5,985

※１
 6,394

営業利益 2,119 2,250

営業外収益

受取利息 79 106

受取配当金 63 59

負ののれん償却額 29 29

為替差益 － 0

その他 112 62

営業外収益合計 284 259

営業外費用

支払利息 111 96

退職給付会計基準変更時差異の処理額 144 144

為替差損 301 －

その他 14 18

営業外費用合計 571 258

経常利益 1,832 2,251

特別利益

固定資産売却益 1 118

貸倒引当金戻入額 33 －

特別利益合計 35 118

特別損失

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 11 10

投資有価証券評価損 0 －

減損損失 － 36

役員退職慰労金 － 7

土壌改良費用 8 －

災害による損失 － ※２
 0

特別損失合計 20 56

税金等調整前四半期純利益 1,847 2,313

法人税等 ※３
 549

※３
 351

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,961

少数株主利益 14 1

四半期純利益 1,283 1,960

EDINET提出書類

株式会社パイロットコーポレーション(E02466)

四半期報告書

17/34



　　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,425 3,372

減価償却費 1,121 1,111

減損損失 － 36

のれん償却額 － 9

負ののれん償却額 △59 △59

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10 △26

貸倒引当金の増減額（△は減少） 31 8

退職給付引当金の増減額（△は減少） 50 △37

受取利息及び受取配当金 △216 △264

支払利息 228 191

固定資産売却損益（△は益） △25 △124

固定資産除却損 24 12

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

売上債権の増減額（△は増加） △651 202

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,136 △988

仕入債務の増減額（△は減少） 781 738

その他 878 697

小計 5,714 4,881

利息及び配当金の受取額 216 264

利息の支払額 △240 △189

法人税等の支払額 △394 △1,198

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,295 3,757

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △0

有形固定資産の取得による支出 △718 △807

有形固定資産の売却による収入 421 142

無形固定資産の取得による支出 △16 △27

貸付金の回収による収入 0 0

その他 △11 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △324 △701
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,643 △424

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1 △5

長期借入れによる収入 1,000 4,700

長期借入金の返済による支出 △1,356 △5,385

自己株式の取得による支出 － △233

自己株式の売却による収入 － 39

配当金の支払額 △217 △232

少数株主への配当金の支払額 △10 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,228 △1,551

現金及び現金同等物に係る換算差額 △324 220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,418 1,725

現金及び現金同等物の期首残高 7,116 8,224

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 4

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 8,534

※１
 9,954
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

（1）連結範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、Pilot Pen de Mexico、Pilot Service Company及びPCA Internationalは重要

性が増したため、連結の範囲に含めております。

また、当第２四半期連結会計期間において、清算結了により、株式会社北海道パイロットを連結の範囲から除

外しておりますが、除外までの期間の損益及びキャッシュ・フローは四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書に含まれております。

（2）変更後の連結子会社の数　17社

２　会計処理基準に関する事項の変更

　資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しております。

　これによる損益への影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一部の連結子会社において、当第２四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒見積高算定に関しては、貸倒実績

率に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定してお

ります。 

２　棚卸資産の評価方法

一部の連結子会社において、当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

連結会計年度末の実地棚卸残高に基づき、合理的方法により算定する方法によっております。 

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法、あるいは繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降

に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に、前連結会計年度決算において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法等を

適用しております。 

４　固定資産の減価償却費の算定方法 

当社及び主な連結子会社は、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法を採用しております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１　税金費用の計算

主な連結子会社は、税金費用については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。ただし、当該実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社について

は、重要な加減算項目を加味し、法定実効税率を使用して計算しております。 

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 受取手形割引高 118百万円
　

　 受取手形割引高 95百万円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年１月１日 
　至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
は下記のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
は下記のとおりであります。

　 　広告宣伝費  1,903百万円

　 　運賃荷造費  1,272

　 　給与手当  3,330

　 　賞与    316   

　 　賞与引当金繰入額    160

　 　貸倒引当金繰入額     54  

　 　退職給付費用    278

　 　減価償却費    276  

　  研究開発費    600

　
　

　 　広告宣伝費  2,328百万円

　 　運賃荷造費  1,357

　 　給与手当  3,430

　 　賞与引当金繰入額    174  

　 　貸倒引当金繰入額     28  

　 　退職給付費用    286　

　 　減価償却費    271 

　  研究開発費    616  

　

　　　　　　　　　───────

 
※２　平成23年３月11日に発生した東日本大震災により

被災した工場の仕掛品破損及び建物設備の修繕費
等の費用であります。　　　　

 
※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

※３　　　　　　　　同左

 

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
は下記のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額
は下記のとおりであります。

　 　広告宣伝費   972百万円

　 　運賃荷造費   655

　 　給与手当 1,675

　 　賞与    59

　 　賞与引当金繰入額   160

　 　退職給付費用   148　

　 　減価償却費   131

　  研究開発費   315

　
　

　 　広告宣伝費  1,130百万円

　 　運賃荷造費  719

　 　給与手当  1,756

　 　賞与引当金繰入額 　 174

　 　貸倒引当金繰入額      6  

　 　退職給付費用    143　

　 　減価償却費    136  

　  研究開発費    317  

　
　　　　　　　　　───────

 
※２　平成23年３月11日に発生した東日本大震災により

被災した工場の仕掛品破損及び建物設備の修繕費
等の費用であります。　　　　

 
※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

※３　　　　　　　　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年１月１日 
　至　平成23年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 8,756百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △222

現金及び現金同等物 8,534百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 10,178百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △223

現金及び現金同等物 9,954百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日

　至　平成23年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 234,072

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,873

　
　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月14日
取締役会

普通株式 231 1,000平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金

(注)　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金２百万円を含めておりません。これは従業員持株Ｅ

ＳＯＰ信託が所有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月８日
取締役会

普通株式 230 1,000平成23年６月30日 平成23年９月５日 利益剰余金

(注)　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金３百万円を含めておりません。これは従業員持株Ｅ

ＳＯＰ信託が所有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

EDINET提出書類

株式会社パイロットコーポレーション(E02466)

四半期報告書

23/34



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　
スティショナリー

用品
(百万円)

玩具
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

17,344 866 465 18,676 ― 18,676

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 0 136 137 (137) ―

計 17,344 866 602 18,814(137)18,676

　　営業利益または 
　　営業損失（△）

2,343 120 △13 2,450 (330) 2,119

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　
スティショナリー

用品
(百万円)

玩具
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

32,646 1,673 925 35,245 ― 35,245

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 0 136 137 (137) ―

計 32,646 1,673 1,062 35,383(137)35,245

　　営業利益または 
　　営業損失（△）

3,326 212 △16 3,522 (631) 2,891

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２．各区分の主な製品 
(1) スティショナリー用品………万年筆、シャープペンシル、ボールペン、マーキングペン、 
　　　　　　　　　　　　　　　インキ、ノート類、バッグ類、ファイル、磁気利用筆記板、 
　　　　　　　　　　　　　　　プリンタリボン、コンピュータ関連用品類等
(2) 玩具………玩具
(3) その他………リング等の貴金属アクセサリー、セラミックス部品等

３．従来、当社及び連結子会社の主たる事業であるスティショナリー用品事業が全セグメントに占める割合が高
かったため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりましたが、玩具事業の割合が高まったため、
前第３四半期連結会計期間より事業の種類別セグメント情報を記載しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　
日本
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

8,288 4,770 4,355 1,26218,676 ─ 18,676

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,384 5 22 1 5,413(5,413) ─

計 13,6724,776 4,378 1,26324,090(5,413)18,676

　　営業利益 1,439 276 468 78 2,262 (143) 2,119

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　
日本
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

16,0698,612 8,293 2,26935,245 ─ 35,245

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9,306 5 49 1 9,363(9,363) ─

計 25,3758,618 8,343 2,27044,608(9,363)35,245

　　営業利益 1,840 415 734 108 3,099 (207) 2,891

（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。
　　　２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　(1) 米州………北米、中南米
　　　　　(2) 欧州………欧州
　　　　　(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ

　

EDINET提出書類

株式会社パイロットコーポレーション(E02466)

四半期報告書

25/34



　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 米州 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 5,106 4,345 2,317 775 12,545

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 18,676

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

27.3 23.3 12.4 4.2 67.2

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　 米州 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 9,204 8,263 3,931 1,192 22,591

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 35,245

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

26.1 23.4 11.2 3.4 64.1

（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。
　　　２．各区分に属する主な国又は地域
　　　　　(1) 米州………北米、中南米
　　　　　(2) 欧州………欧州
　　　　　(3) アジア………アジア
　　　　　(4) その他の地域………中近東、アフリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、国内外において主に筆記具を中心としたステイショナリー用品等を製造、仕入及び販

売しております。国内においては当社及び連結子会社であるパイロットインキ株式会社が製品を製造し、

当社が国内販売並びに海外販売を統括しております。海外においては、各地域の現地法人がそれぞれ独立

した経営単位であり、取り扱う製商品について各社で包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。海外の一部の現地法人では、販売の他に製品の製造も行っておりますが、生産計画・設備投資等の面

においては、当社が統括しております。 

　したがって、当社グループは、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「米州」、「欧州」、「アジア」、「その他の地域」の５つを報告セグメントとしております。各報

告セグメントでは、主として、ステイショナリー用品の販売もしくは製造を行っておりますが、一部、「日

本」において、玩具、宝飾、産業資材を製造・販売しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成 23年１月１日  至  平成23年６月30日)   

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　　　　　

　 日本 米州 欧州 アジア
その他の
地域
(注)１

報告
セグメント
計

調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 16,1827,9718,6412,077 853 35,726 ― 35,726

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

11,811 0 14 ― ― 11,826△11,826 ―

計 27,9947,9728,6552,077 853 47,553△11,82635,726

セグメント利益 2,361 514 602 44 24 3,548△288 3,259

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 日本 米州 欧州 アジア
その他の
地域
(注)１

報告
セグメント
計

調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,0874,4814,6531,061 425 18,709 ― 18,709

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

5,907 0 6 ― ― 5,914△5,914 ―

計 13,9954,4814,6601,061 425 24,624△5,91418,709

セグメント利益 1,324 340 386 6 36 2,095 155 2,250

(注) １  「その他の地域」には、アフリカ、オセアニアを含んでおります。

２  調整額は、セグメント間取引消去であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　
　
(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当社及び一部の連結子会社は、不動産賃貸借契約に基づき、本社オフィスビルの一部及び事務所等に

ついて、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期

間が明確でなく、また、移転計画もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そ

のため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 145,103.17円
　

１株当たり純資産額 133,371.09円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年１月１日 
　至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 7,848.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 10,874.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日 
　至　平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,816 2,501

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,816 2,501

普通株式の期中平均株式数(株) 231,470 230,078.67

従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として会計処理

しているため、当第２四半期連結累計期間の「普通株式の期中平均株式数」は当該株式の数を3,993.33株控除し

算定しております。

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 5,547.15円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 8,518.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日 
　至　平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,283 1,960

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,283 1,960

普通株式の期中平均株式数(株) 231,470 230,089.33

従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として会計処理

しているため、当第２四半期連結会計期間の「普通株式の期中平均株式数」は当該株式の数を3,982.67株控除し

算定しております。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
(リース取引関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められません。
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２ 【その他】

第10期（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）中間配当については、平成23年８月８日開催の

取締役会において、平成23年６月30日を基準日として、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　 　　　　　230百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　　　　1,000円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年９月５日

　

(注)　配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口に対する配当金３百万円を含めておりません。これは従業員持株Ｅ

ＳＯＰ信託が所有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月９日

株式会社パイロットコーポレーション

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉村　淳一    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    新井　盛司    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社パイロットコーポレーションの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月

１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パイロットコーポレーション及び連

結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半

期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月９日

株式会社パイロットコーポレーション

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉村　淳一    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    新井　盛司    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社パイロットコーポレーションの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年１月

１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パイロットコーポレーション及び連

結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半

期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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